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情
報
化
で
は
、
情
報
管
理
の
徹

底
を
図
る
た
め
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対

策
と
し
て
職
員
研
修
を
行
い
、
ま

た
、
国
の
施
策
に
基
づ
き
引
き
続

き
今
後
の
情
報
化
に
備
え
ま
す
。

地
方
財
政
対
策
で
は
、
地
方
税

収
入
や
地
方
交
付
税
の
原
資
と
な

る
国
税
収
入
が
大
幅
に
減
少
す
る

一
方
で
、
公
債
費
の
累
増
等
に
よ

り
、
引
き
続
き
財
源
不
足
が
生
じ

る
も
の
と
予
想
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

ま
た
、
町
の
財
政
状
況
に
つ
き

ま
し
て
も
、
景
気
の
改
善
傾
向
が

見
え
は
じ
め
て
い
る
も
の
の
、
歳

入
の
根
幹
を
な
す
町
税
は
伸
び
悩

み
、
地
方
交
付
税
や
臨
時
財
政
対

策
債
で
は
、
相
当
な
る
削
減
が
予

想
さ
れ
て
お
り
、
一
般
財
源
が
落

ち
込
む
中
、
公
債
費
な
ど
の
義
務

的
経
費
が
増
大
し
、
さ
ら
に
は
、

数
次
の
景
気
対
策
に
よ
る
公
共
事

業
の
追
加
、
減
税
の
実
施
や
臨
時

予
算
編
成
方
針

財
政
対
策
債
の
発
行
等
に
よ
り
、

借
入
金
残
高
は
急
増
し
て
お
り
、

そ
の
償
還
が
将
来
の
大
き
な
負
担

と
な
る
な
ど
、
極
め
て
厳
し
い
状

況
に
あ
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
厳
し
い
財
政
状
況

の
中
、
少
子
高
齢
化
社
会
へ
向
け

た
地
域
福
祉
施
策
、
資
源
循
環
型

社
会
の
構
築
に
向
け
た
環
境
対
策
、

教
育
施
策
、
生
活
関
連
社
会
資
本

の
整
備
な
ど
、
重
要
施
策
に
積
極

的
に
取
り
組
ん
で
い
く
た
め
、
経

費
全
般
に
わ
た
る
節
減
合
理
化
や

施
策
の
厳
選
等
に
よ
り
、効
率
的
、

効
果
的
な
財
源
配
分
に
努
め
る
と

と
も
に
、
補
助
事
業
の
導
入
、
地

方
債
の
活
用
や
基
金
の
取
り
崩
し

等
に
よ
る
財
源
の
確
保
を
図
り
、

平
成
16
年
度
予
算
を
編
成
い
た
し

ま
し
た
。

個
人
町
民
税
に
つ
い
て
は
、
個

人
所
得
や
個
人
消
費
の
低
迷
等
依

然
厳
し
い
状
況
に
あ
る
も
の
の
、

法
人
町
民
税
に
お
い
て
一
部
持
ち

直
し
に
向
け
た
動
き
が
見
ら
れ
、

現
年
課
税
分
で
個
人
分
・
法
人
分

合
わ
せ
て
17
億
６，
２
４
０
万
円
、

平
成
15
年
度
当
初
予
算
対
比

０
・
４
％
の
増
を
見
込
み
ま
し
た
。

ま
た
、
固
定
資
産
税
に
つ
い
て

は
、
区
画
整
理
事
業
の
進
捗
に
伴

い
家
屋
の
建
設
が
引
き
続
き
あ
る

も
の
の
、
依
然
と
し
て
地
価
の
下

歳
　
入

落
が
続
い
て
お
り
、
ま
た
、
償
却

資
産
に
つ
い
て
も
景
気
の
先
行
不

安
に
よ
り
大
幅
な
設
備
投
資
が
見

込
め
な
い
こ
と
か
ら
、
現
年
課
税

で
22
億
６，
４
０
０
万
円
、
平
成

15
年
度
当
初
予
算
対
比
０
・
６
％

の
減
を
見
込
ん
だ
と
こ
ろ
で
ご
ざ

い
ま
す
。

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
算

定
係
数
等
が
不
明
で
あ
り
、
確
定

的
な
見
通
し
が
困
難
で
あ
り
ま
す

が
、
今
ま
で
の
実
績
や
国
・
県
の

情
報
等
を
参
考
に
、
普
通
地
方
交

付
税
６
億
４，
０
０
０
万
円
、
特

別
地
方
交
付
税
７，
６
０
０
万
円
、

合
計
７
億
１，
６
０
０
万
円
を
見

込
ん
だ
と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
が
、

地
方
財
政
対
策
に
お
け
る
通
常
収

支
の
不
足
分
に
対
す
る
地
方
負
担

分
を
基
準
財
政
需
要
額
か
ら
臨
時

財
政
対
策
債
に
振
り
か
え
ら
れ
た

こ
と
、
な
ら
び
に
三
位
一
体
の
改

革
に
よ
り
、
地
方
交
付
税
の
総
額

が
抑
制
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
平
成

15
年
度
当
初
予
算
対
比
25
・
８
％

の
減
と
な
り
ま
す
。

国
庫
支
出
金
お
よ
び
県
支
出
金

に
つ
い
て
は
、小
学
校
建
設
事
業
、

公
園
整
備
事
業
、
駅
前
広
場
便
所

設
置
事
業
お
よ
び
児
童
手
当
支
給

年
齢
の
拡
大
等
の
実
施
に
伴
い
、

国
庫
支
出
金
４
億
５，
９
７
４
万

５
千
円
、県
支
出
金
２
億
７，
３
６

０
万
４
千
円
を
見
込
み
ま
し
た
。

町
債
に
つ
い
て
は
、
駅
前
広
場

便
所
設
置
事
業
の
総
務
債
、
町
道

整
備
事
業
・
側
溝
整
備
事
業
・
公

園
緑
地
事
業
・
区
画
整
理
事
業
の

土
木
債
、
小
学
校
建
設
事
業
等
の

教
育
債
、
平
成
７
年
、
８
年
度
発

行
し
た
住
民
税
等
減
税
補
て
ん
債

の
借
換
債
、
住
民
税
等
減
税
補
て

ん
債
お
よ
び
臨
時
財
政
対
策
債
の

発
行
を
見
込
み
、
合
計
22
億
１，

６
１
０
万
円
で
ご
ざ
い
ま
す
。

な
お
、
人
材
育
成
基
金
の
廃
止

に
伴
う
財
源
を
含
む
財
政
調
整
基

金
、
地
域
福
祉
基
金
お
よ
び
土
地

開
発
基
金
の
取
り
崩
し
等
に
よ
り
、

４
億
１，
９
２
２
万
８
千
円
の
繰

入
金
を
見
込
み
ま
し
た
。

投
資
的
経
費
の
主
な
も
の
と
い

た
し
ま
し
て
、
小
学
校
建
設
事
業

に
よ
る
教
育
環
境
の
整
備
を
は
じ

め
、
道
路
・
排
水
路
・
公
園
・
下

水
道
・
区
画
整
理
な
ど
の
生
活
基

盤
整
備
関
連
の
予
算
を
計
上
し
た

ほ
か
、総
合
振
興
計
画
策
定
事
業
、

新
規
循
環
バ
ス
運
行
業
務
委
託
料

等
、
駅
前
広
場
便
所
設
置
事
業
な

ど
の
予
算
を
計
上
い
た
し
ま
し
た
。

こ
う
し
て
編
成
し
た
一
般
会
計

予
算
は
97
億
８
千
万
円
、
平
成
15

年
度
当
初
予
算
対
比
９
・
９
％
の

増
と
な
り
ま
す
が
、
住
民
税
等
減

税
補
て
ん
債
の
借
換
債
６
億
９，

６
７
０
万
円
を
除
く
と
２
・
１
％

の
増
と
な
り
ま
す
。

歳
　
出

特
別
会
計
に
つ
い
て
、
老
人
保

健
特
別
会
計
17
億
９，
４
０
３
万

５
千
円
、
０
・
０
２
％
の
増
、
国

民
健
康
保
険
特
別
会
計
23
億
１，

８
４
２
万
９
千
円
、
11
・
０
％
の

増
、
公
共
下
水
道
事
業
特
別
会
計

10
億
６
０
６
万
４
千
円
、
17
・

２
％
の
減
、
中
部
特
定
土
地
区
画

整
理
事
業
特
別
会
計
４
億
９，
２

９
９
万
５
千
円
、
１
・
９
％
の
減
、

介
護
保
険
特
別
会
計
８
億
５，
０

９
３
万
１
千
円
、
７
・
２
％
の
増

で
、
一
般
会
計
お
よ
び
特
別
会
計

の
予
算
総
額
は
１
６
２
億
４，
２

４
５
万
４
千
円
と
な
り
、
平
成
15

年
度
当
初
予
算
対
比
６
・
２
％
の

増
と
な
り
ま
す
が
、
住
民
税
等
減

税
補
て
ん
債
の
借
換
債
６
億
９，

６
７
０
万
円
を
除
く
と
１
・
７
％

の
増
と
な
り
ま
す
。

水
道
事
業
会
計
に
つ
い
て
、
水

道
事
業
の
収
益
的
収
支
の
う
ち
、

収
入
は
８
億
９，
５
３
４
万
円
、

こ
れ
に
対
し
、
支
出
は
７
億
８，

８
１
９
万
７
千
円
で
、
差
し
引
き

１
億
７
１
４
万
３
千
円
の
税
込
み

利
益
を
計
上
い
た
し
ま
し
た
。

資
本
的
収
支
に
つ
い
て
は
、
収

入
で
は
１
億
３，
８
８
２
万
円
、

支
出
で
は
２
億
９，
９
０
１
万
８

千
円
と
な
り
、
支
出
額
に
対
し
て

収
入
が
不
足
す
る
額
１
億
６，
０

１
９
万
８
千
円
は
、
減
債
積
立
金

等
の
自
己
資
金
を
充
当
す
る
考
え

で
ご
ざ
い
ま
す
。
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●
平
成
15
年
度
伊
奈
町
一
般
会
計

補
正
予
算
（
第
６
号
）
＝
歳
入
歳

出
予
算
総
額
か
ら
５
６
３
万
８
千

円
を
減
額
し
、
予
算
現
額
を
90
億

９，
０
６
４
万
円
と
す
る
も
の
で
す
。

●
平
成
15
年
度
伊
奈
町
国
民
健
康

保
険
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
３

号
）＝
歳
入
歳
出
予
算
総
額
に
６，

７
３
１
万
３
千
円
を
を
追
加
し
、

予
算
現
額
を
24
億
８
１
７
万
２
千

円
と
す
る
も
の
で
す
。

●
平
成
15
年
度
伊
奈
町
公
共
下
水

道
事
業
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第

３
号
）
＝
歳
入
歳
出
予
算
総
額
か

ら
１
７
０
万
円
を
減
額
し
、
予
算

現
額
を
12
億
１，
４
１
３
万
１
千

円
と
す
る
も
の
で
す
。

●
平
成
15
年
度
伊
奈
町
中
部
特
定

土
地
区
画
整
理
事
業
特
別
会
計
補

正
予
算
（
第
２
号
）
＝
歳
入
歳
出

予
算
総
額
に
６，
８
９
８
万
円
を

追
加
し
、予
算
現
額
を
５
億
７，
１

３
３
万
７
千
円
と
す
る
も
の
で
す
。

●
平
成
15
年
度
伊
奈
町
水
道
事
業

会
計
補
正
予
算
（
第
３
号
）
＝
収

益
的
収
入
を
４，
５
３
１
万
５
千

円
増
額
し
て
、
収
入
総
額
を
９
億

５，
２
２
１
万
円
に
、
収
益
的
支

出
で
は
、
２，
２
０
４
万
５
千
円

減
額
を
し
て
、
支
出
総
額
を
８
億

１，
３
５
０
万
円
と
す
る
も
の
で
す
。

ま
た
、資
本
的
収
入
を
２
億
１，

１
８
１
万
５
千
円
減
額
し
て
、
収

入
総
額
を
１
億
９，
９
１
６
万
８

千
円
に
、
資
本
的
支
出
で
は
、
２

億
２，
０
８
１
万
５
千
円
減
額
し

て
、支
出
総
額
を
３
億
５，
８
０
６

万
９
千
円
と
す
る
も
の
で
す
。

●
伊
奈
町
課
設
置
条
例
の
一
部
を

改
正
す
る
条
例
＝
地
方
自
治
法
の

一
部
が
改
正
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、

所
要
の
改
正
を
す
る
も
の
で
す
。

●
伊
奈
町
職
員
の
勤
務
時
間
、
休

日
及
び
休
暇
に
関
す
る
条
例
の
一

部
を
改
正
す
る
条
例
＝
職
員
の
勤

務
時
間
を
週
40
時
間
と
す
る
こ
と
、

並
び
に
地
方
独
立
行
政
法
人
法
の

施
行
に
伴
う
関
係
法
令
の
整
備
に

関
す
る
法
律
の
施
行
に
よ
り
、

「
地
方
公
営
企
業
労
働
関
係
法
」

の
名
称
が
「
地
方
公
営
企
業
等
の

労
働
関
係
に
関
す
る
法
律
」
に
改

め
ら
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
所
要
の

改
正
を
す
る
も
の
で
す
。

●
議
会
の
議
員
そ
の
他
非
常
勤
の

職
員
の
公
務
災
害
補
償
等
に
関
す

る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条

例
＝
地
方
公
務
員
災
害
補
償
法
及

び
地
方
公
務
員
災
害
補
償
法
施
行

規
則
の
改
正
に
伴
い
、
当
町
の
議

会
の
議
員
、
そ
の
他
非
常
勤
の
特

別
職
に
お
い
て
も
同
様
の
措
置
を

講
ず
る
た
め
、
所
要
の
改
正
を
す

る
も
の
で
す
。

●
伊
奈
町
技
能
労
務
職
員
の
給
与

の
種
類
及
び
基
準
を
定
め
る
条
例

及
び
伊
奈
町
企
業
職
員
の
給
与
の

種
類
及
び
基
準
に
関
す
る
条
例
の

一
部
を
改
正
す
る
条
例
＝
地
方
独

立
行
政
法
人
法
の
施
行
に
伴
う
関

係
法
令
の
整
備
に
関
す
る
法
律
の

施
行
に
よ
り
、「
地
方
公
営
企
業
労

働
関
係
法
」の
名
称
が「
地
方
公
営

企
業
等
の
労
働
関
係
に
関
す
る
法

律
」に
改
め
ら
れ
た
こ
と
に
伴
い
、

所
要
の
改
正
を
す
る
も
の
で
す
。

●
伊
奈
町
人
材
育
成
基
金
条
例
を

廃
止
す
る
条
例
＝
人
材
育
成
基
金

条
例
を
廃
止
す
る
も
の
で
す
。

●
伊
奈
町
地
域
福
祉
基
金
条
例
の

一
部
を
改
正
す
る
条
例
＝
地
域
福

祉
基
金
条
例
の
改
正
を
す
る
も
の

で
す
。

●
伊
奈
町
立
学
校
設
置
条
例
の
一

部
を
改
正
す
る
条
例
＝
伊
奈
町
立

小
針
小
学
校
の
児
童
増
加
に
よ
る

分
離
新
設
の
た
め
、
伊
奈
町
立
小

針
北
小
学
校
を
新
設
す
る
こ
と
に

伴
い
、
伊
奈
町
立
学
校
設
置
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
も
の
で
す
。

●
伊
奈
町
立
保
育
所
設
置
及
び
管

理
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

＝
保
育
所
の
入
所
希
望
者
に
対
応

す
る
た
め
、
保
育
所
の
定
員
を
増

や
す
た
め
に
所
要
の
改
正
を
す
る

も
の
で
す
。

●
伊
奈
町
人
権
政
策
審
議
会
条
例

＝
同
和
問
題
を
は
じ
め
様
々
な
人

権
問
題
解
決
の
た
め
の
施
策
を
推

進
す
る
た
め
、
新
た
に
人
権
政
策

全
般
に
関
す
る
町
長
の
諮
問
機
関

を
設
置
す
る
も
の
で
す
。
こ
れ
に

伴
い
、
伊
奈
町
同
和
対
策
審
議
会

は
、
廃
止
し
ま
す
。

●
伊
奈
町
下
水
道
条
例
の
一
部
を

改
正
す
る
条
例
＝
終
末
処
理
場
で

の
処
理
負
担
の
軽
減
を
図
る
た
め
、

事
業
所
か
ら
公
共
下
水
道
に
排
出

さ
れ
る
下
水
に
対
す
る
規
制
を
追

加
し
、
併
せ
て
所
要
の
改
正
を
す

る
も
の
で
す
。

●
伊
奈
町
火
災
予
防
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例
＝
防
火
対
象
物

の
喫
煙
に
係
る
制
限
に
つ
い
て
、

国
民
の
喫
煙
率
の
低
下
、
喫
煙
に

関
す
る
意
識
等
の
社
会
情
勢
の
変

化
に
対
応
す
る
必
要
が
あ
り
、
ま

た
劇
場
等
の
客
席
形
態
に
つ
い
て

は
、防
火
対
象
物
の
大
規
模
化
、複

雑
多
様
化
に
伴
い
、
様
々
な
形
態

の
劇
場
等
が
建
築
さ
れ
て
い
る
こ

と
に
対
応
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、

本
条
例
を
改
正
す
る
も
の
で
す
。

●
工
事
請
負
契
約
の
一
部
変
更
に

つ
い
て
＝
本
村
堰
橋
整
備
工
事
に

つ
い
て
、
現
場
条
件
や
関
係
工
事

等
の
原
因
に
よ
り
、
工
事
期
限
を

平
成
16
年
３
月
26
日
か
ら
平
成
16

年
５
月
28
日
に
変
更
す
る
も
の
で

す
。

主主
なな
町町
長長
提提
出出
議議
案案

3月定例議会 3月定例議会 

平成16年3月定例議会は、3月2日に開会し、平成16年

度一般会計予算など町長提出議案24件を原案どおり可

決、請願を1件を不採択とし、3月17日閉会しました。


